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（単位：百万円）

31,357 20,776

1 83

163 1,182

18,934 9,822

3,209 754

5,498 1,513

3,303 906

1 477

185 416

88 4,886

△29 544

144

44

23,031 5,577

16,487 3,390

1,438 105

253 339

2,002 1,650

6 65

149 27

12,154

482 26,354

195  株　　主　　資　　本 24,961

144 5,000

51 2,132

2,132

6,348 17,829

134 244

4,634 17,584

24 51

1,214 1,000

425 16,533

△85
 評 価 ・ 換 算 差 額 等 3,074

39

3,034

28,035

54,389 54,389

資 本 剰 余 金

賞 与 引 当 金

純 資 産 合 計

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

再評価に係る繰延税金負債

資 本 金

関 係 会 社 株 式

固 定 負 債

負 債 合 計

建 物

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

資 産 除 去 債 務

そ の 他 の 固 定 資 産

利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

投 資 そ の 他 の 資 産

貸　借　対　照　表
（ 2019年3月31日現在 ）

投 資 有 価 証 券

建 設 仮 勘 定

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他 無 形 固 定 資 産

（ 純 資 産 の 部 ）

金 額

無 形 固 定 資 産

負 債 及 び 純 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

その他有価証券評価差額金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

土 地 再 評 価 差 額 金

資 産 合 計

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 投 資 等

長 期 貸 付 金

未 払 法 人 税 等

受 取 手 形

短 期 借 入 金

支 払 手 形

買 掛 金

電 子 記 録 債 務

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

未 払 金

科 目 金 額 科 目

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

関 係 会 社 預 り 金

ＰＣＢ処理損失引当金

貸 倒 引 当 金

売 掛 金

現 金 及 び 預 金

製 品

未 収 入 金

そ の 他 の 流 動 資 産

短 期 貸 付 金

仕 掛 品

災 害 損 失 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

未 払 費 用

土 地

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 輛 及 び 運 搬 具

工 具 ・ 器 具 及 び 備 品

未 払 消 費 税 等
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（単位：百万円）

50,996

39,281

11,715

8,129

3,585

受 取 利 息 及 び 配 当 金 247

そ の 他 収 益 136 383

支 払 利 息 13

そ の 他 費 用 96 110

3,858

災 害 損 失 988 988

2,870

880

△ 29 850

2,019

売 上 総 利 益

営 業 外 収 益

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

特 別 損 失

損　益　計　算　書

経 常 利 益

営 業 外 費 用

営 業 利 益

金 額

（ 自 2018年4月1日　至 2019年3月31日 ）

売 上 高

科 目

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
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株主資本等変動計算書
（ 自 2018年4月1日　至 2019年3月31日 ） （単位：百万円）

資 本 剰 余 金

固 定 資 産
圧縮積立金

別途積立金 繰越利益剰余金

5,000 2,132 244 58 1,000 15,655 16,958 24,091

剰余金の配当 △1,149 △1,149 △1,149 

固定資産圧縮積立金の取崩 △6 6 - - 

当期純利益 2,019 2,019 2,019

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） - - 

- - - △6 - 877 870 870

5,000 2,132 244 51 1,000 16,533 17,829 24,961

46 3,034 3,081 27,172

剰余金の配当 - △1,149 

固定資産圧縮積立金の取崩 - - 

当期純利益 - 2,019

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） △7 - △7 △7 

△7 - △7 863

39 3,034 3,074 28,035

株 主 資 本

利 益 剰 余 金
合 計

利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計資 本 金
資本準備金 利益準備金

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

土地再評価
差　 額 　金

評価･換算差額等
合　　　計

2019年3月31日残高

2018年4月1日残高

当事業年度中の変動額合計

当事業年度中の変動額

そ の 他 利 益 剰 余 金

2019年3月31日残高

2018年4月1日残高

当事業年度中の変動額合計

当事業年度中の変動額

評 価 ・ 換 算 差 額 等
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個別注記表 
１．記載金額につきましては、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 
２．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
  （１）有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 
移動平均法による原価法 

その他有価証券 
 時価のあるもの 
  期末日前 1 ヶ月の市場価格の平均に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
時価のないもの 
 移動平均法による原価法 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 
総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ 
り算定） 

（３）固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産 
建物及び建物附属設備並びに 2016 年 4 月 1 日以後に取得した構築物については定額

法、その他については定率法を採用しております。 
無形固定資産 
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る見込有効期間（5 年）に基づいております。   
（４）引当金の計上基準 

貸倒引当金 
 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による繰入額

を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額

を計上しております。 
賞与引当金 
 従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計

上しております。 
退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。 
 なお、数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数による定額法により、それぞれ発生の翌事業年度から費用

処理をしております。 
役員退職慰労引当金 
 役員の退職慰労金の支払に備えるため、支払に関する内規に基づく当事業年度末要支

給額を計上しております。 
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ＰＣＢ処理損失引当金 
 ｢ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法｣によ

り処理することが義務付けられているＰＣＢ廃棄物の処理に係る費用の支出に備える 
   ため、その処理費用見積額を計上しております。 
災害損失引当金 
 台風２１号を起因とした高潮被害による納期遅延等に対する補償金等の支出に備える

ため、当事業年度末時点での見積額を計上しております。 
 

（５）消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
 

 
３．貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額    31,391 百万円 
（２）保証債務 
    子会社の電子記録債務に係る連帯保証    976 百万円 
（３）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 
   短期金銭債権            726 百万円 
   短期金銭債務           5,925 百万円 

（４）土地の再評価 
   当社は、｢土地の再評価に関する法律｣（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）及び

｢土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律｣（平成 13 年 3 月 31 日公布法律第

19 号）に基づき事業用の土地について再評価を行い、評価差額については、当該評価

差額に係る税金相当額を｢再評価に係る繰延税金負債｣として負債の部に計上し、これを

控除した金額を｢土地再評価差額金｣として純資産の部に計上しております。 
・ 再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2
条第 3 号 

・ 再評価を行った年月日 
2001 年 3 月 31 日 

 
        ・ 再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額        

4,088 百万円 
 
 
４．損益計算書に関する注記 

   関係会社との取引高 
    営業取引による取引高 
     売上高                1,979 百万円 
     仕入高                1,586 百万円 
    営業取引以外の取引による取引高     2,213 百万円 
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５．表示方法の変更に関する注記 
  「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 28 号 平成 30 年 2 月 16 日。  

以下「税効果会計基準一部改正」という。）を当事業年度より適用し、繰延税金資産は投資その 
他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。 

 
６．株主資本等変動計算書に関する注記 

    
（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項       （単位：千株） 

株式の種類 前事業年度末株式数 当事業年度末株式数 
普 通 株 式  5,527 5,527 

   
 
 
 
 
（２）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

      配当金支払額等 
       ２０１８年６月２８日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項 

① 配当金の総額     １，１４９百万円 
② １株あたり配当額     ２０８円   
③ 基準日         ２０１８年３月３１日 
④ 効力発生日         ２０１８年６月２９日 

 
（３）当該事業年度の末日後に行う剰余金の配当 

      ２０１９年６月２７日開催の定時株主総会で次の通り決議する予定であります。 
① 配当金の総額     １，１７７百万円 
② １株あたり配当額     ２１３円   
③ 基準日         ２０１９年３月３１日 
④ 効力発生日         ２０１９年６月２８日 

 
            
７．税効果会計に関する注記 

    繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、賞与引当金の否認等であり、繰延税金負債

の発生の主な原因は、固定資産圧縮積立金であります。 
 

 
 
 
 
 
 



－8－ 
 

 
 
 
 
 
８．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する注記 
当社は、ジェイエフイーホールディングス株式会社からの借入により資金を調達して  

おります。受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、債権管理規程及び信用限度設

定規程に沿ってリスク低減を図っております。投資有価証券は主として株式であり、上場

株式については四半期毎に時価の把握を行っております。なお、借入金の使途は運転資金

及び設備投資資金であります。 
（２）金融商品の時価等に関する事項 

２０１９年３月３１日(当事業年度末)における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額については、次のとおりであります。 
                      (単位：百万円) 

 貸借対照表 
計上額(*) 

時価(*) 
 

差額 

受取手形及び売掛金 
投資有価証券 

  その他有価証券 
支払手形及び買掛金 

 電子記録債務 
関係会社預り金 

19,097 
 

95 
(9,905) 
(1,182) 

 (4,886) 

19,097 
 

95 
(9,905) 
(1,182) 
(4,886) 

‐ 
 

‐ 
‐ 
‐ 
‐ 

      (*) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。  
  (注 1)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

・受取手形及び売掛金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ 
 等しいことから、当該帳簿価額によっております。 
・投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。 
・支払手形及び買掛金、電子記録債務、関係会社預り金については、短期間で決済さ 

れるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 
 

   
(注 2)非上場株式（貸借対照表計上額 39 百万円）は、市場価額がなく、かつ将来キャッシュ 

フローを見積ることなどができず、時価を把握することが困難と認められるため、「投 
資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

９．１株当たり情報に関する注記 
（１）１株当たり純資産額             5,072 円 43 銭 
（２）１株当たり当期純利益                365 円 45 銭 

※１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。 
損益計算書上の当期純利益          2,019 百万円 
普通株式に係る当期純利益          2,019 百万円 
普通株式の期中平均株式数            5,527,000 株 

 


